
直税様式第２-１-11号 
 

 

  
税 務 部 

処 理 事 項 

法 人 名 簿 電 算 入 力 整 理 簿 

   

法 人 設 立 届 

法人の従たる事務所等の設置届 

    年  月  日 

 

 

 

 

 

 

岡山県  県民局長 殿 

フ リ ガ ナ   

主 た る 事 務 所 

の 所 在 地 

〒 

電話(   )   ―      

フ リ ガ ナ  

法 人 名  

法 人 番 号               

フ リ ガ ナ  

代 表 者 氏 名  

送付先・連絡先 
 ※ 区分がその他

の場合は，名称・

所在地を記入 

区 分 □ 主たる事務所等   □ その他 

名 称  

所在地 
〒 

電話(   )   ―      

新たに＜ 
法人を設立したので 

法人の従たる事務所等を設置したので 
＞岡山県税条例(昭和29年岡山県条例第37号)第52条の２第１項の 

規定により届け出ます。 

設 立 年 月 日 年  月  日   事 業 年 度 
月   日から   月   日まで 

月   日から   月   日まで 

資本金又は出資金の額  円 

事 業 の 目 的   
資本金及び資本準備金 
の合算額       

 円 

資 本 金 等 の 額  円 

県内の支店・出張所
等の名称，所在地及
び設置年月日 

名 称 所 在 地 設置年月日 

 
〒 

電話(   )    ―     
年 月 日 

 
〒 

電話(   )    ―     
年 月 日 

 
〒 

電話(   )    ―     
年 月 日 

事務所等を有する 

都道府県の数    

□ 岡山県内のみに事務所等を有している。   □ ２の都道府県に事務所等を有している。 

□ ３以上の都道府県に事務所等を有している。 

申告期限延長の処分
の有無 
※ 別途申請及び届
出が必要 

法人事業税 
有    ・  ・ 

無    ・  ・ 
の事業年度から   月間 青 色 申 告 の 有 無 有・無 

法人県民税 
有    ・  ・ 

無    ・  ・ 
の事業年度から   月間 通算制度承認の有無 有・無 

通算子法人である場合 
※ 通算親法人に関す 

る事項を記入    

フ リ ガ ナ  決算期 

法 人 名  
 

法 人 番 号               

フ リ ガ ナ   

 主 た る 事 務 所 等

の 所 在 地 

〒 

電話(   )    ―         

個人企業を法人組織
とした法人の場合 

個人当時の事業主名 個人事業所所在地 個人事業廃止年月日 

  年  月  日 

公益法人等である場合 
□ 収益事業を行う。 

□ 収益事業を行わない。 
一般社団法人又は一般財団法人である場合 

□ 非営利型法人 

□ 普通法人 

関 与 税 理 士 
電話(   )    ―         

添
付
書
類 

・定款，寄附行為，規約又は規則の写し 

・登記事項証明書(履歴事項全部証明書)の写し 

・その他(                             ) 

備考 

注 この届は，設立又は支店等の設置の日から２月以内に所轄の県民局税務部へ提出してください。 

№409-5   

受 付 印 



 

記載要領 

１ この届出書は，法人を設立した場合及び岡山県内に新たに支店等を設置した場合に使用してください。 

２ 「税務部処理事項」欄は記載しないでください。 

３ 「主たる事務所等の所在地」欄には,登記してある本店又は主たる事務所の所在地及び電話番号を記載してください。 

４ 「法人番号」欄には，法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項

に規定する法人番号をいう。）を記載してください。 

５ 「送付先・連絡先」の「区分」欄には，該当する□に「レ」を記載してください。 

６ 「事業年度」欄には,法令,定款等により定められている事業年度を記載してください。 

７ 「資本金等の額」の欄は，次に掲げる法人の区分ごとに，それぞれに定める金額を記載してください。 

(１) (２)に掲げる法人以外の法人  地方税法第23条第１項第４号の２イに定める額 

(２) 保険業法に規定する相互会社  地方税法第23条第１項第４号の２ハに定める金額 

８ 「事業の目的」欄には,定款等に記載されている事業の目的のうち主なもの及び現に営んでいる事業又は営む予定の事業

を記載してください。 

９ 「県内の支店・出張所等の名称,所在地及び設置年月日」欄には,支店等の登記の有無にかかわらず,岡山県内にあるすべ

ての支店,出張所,営業所,事務所,工場等について,その名称,所在地及び設置年月日を記載してください。 

  なお，主たる事務所等の所在地が岡山県以外にある法人が，岡山県に２以上の支店等を有する場合は，主たる支店等の名

称を○で囲んでください。 

  また,記載欄が不足する場合には「別紙のとおり」と記載し，別紙に記載した書類を添付してください。 

10 「事務所等を有する都道府県の数」欄には，該当する□に「レ」を記載してください。 

11 「申告期限延長の処分の有無」欄には,この届出が「法人の従たる事務所等の設置届」の場合にのみ記載してください。 

  既に地方税法第72条の25第３項,第５項（同第72条の28第２項又は第72条の29第２項において準用する場合を含む。）及

び法人税法第75条の２（同法第144条の８において準用する場合を含む。）の規定により申告書の提出期限の延長の承認を

受けている場合には,「有」を○で囲み,延長された最初の事業年度及び延長月数を記載してください。 

  なお，該当しない場合は「無」を○で囲んでください。 

岡山県本店法人で法人税に係る申告書の提出期限の延長の処分等の届出，及び法人事業税の申告書の提出期限の延長承認

を受けようとする場合は，「申告書の提出期限の延長の処分等の届出書・承認等の申請書（地方税法施行規則様式第13号の

２様式）」により提出期限までに届出・申請してください。 

12 通算制度に係る内容については，法人税の申請書類，通知書等の写しを添付してください。 

13 「公益法人等である場合」欄には，該当する□に「レ」を記載してください。なお，設立した公益法人等で収益事業を

行っている場合には，税務署に提出した収益事業開始届出書の写しを添付してください。 

14 「一般社団法人又は一般財団法人である場合」欄には，法人税法第２条９号の２に規定する「非営利型法人」に該当する

場合は「□非営利型法人」の□に「レ」を記載し，それ以外の場合は「□普通法人」の□に「レ」を記載してください。 

 

◎
ご
相
談
、
提
出
先
は
、
管
轄
区
域
の
事
務
所
に
お
願
い
し
ま
す
。 


